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はじめに はじめに

Ⅰ 基本的な事項 Ⅰ 基本的な事項
１ 過疎地域の現状と課題 １ 過疎地域の現状と課題
(１)地域指定の状況 (１)地域指定の状況

本県は、北西部の大和平野地域、東部の大和高原地域、その他の南部地域として地勢上区分され 本県は、北西部の大和平野地域、東部の大和高原地域、その他の南部地域として地勢上区分され
る。 る。
本県人口は、平成１２年まで急激な増加を続けてきたが、この主たる要因は大和平野地域におけ 本県人口は、平成１２年まで急激な増加を続けてきたが、この主たる要因は大和平野地域におけ

る社会増によるものであり、一方で、過疎市町村を多く含む大和高原地域及び南部地域では、継続 る社会増によるものであり、一方で、過疎市町村を多く含む大和高原地域及び南部地域では、継続
的に人口が減少する過疎化現象を呈してきた。 的に人口が減少する過疎化現象を呈してきた。

過疎市町村の面積は約 2,865 ｋ㎡で、県全体の約７８％を占めているにもかかわらず、令和２年 過疎市町村の面積は約 2,839 ｋ㎡で、県全体の約７７％を占めているにもかかわらず、平成２７
の国勢調査人口は 124,829人と、全県人口の約９.４％を占めるにすぎない。さらに、過疎市町村の 年の国勢調査人口は 131,810人と、全県人口の約９.７％を占めるにすぎない。さらに、過疎市町村
面積のうち約８９％が林野であり、可住地は極めて限定されている。また、平成３０～令和２年度 の面積のうち約８９％が林野であり、可住地は極めて限定されている。また、平成２９～令和元年
の３カ年平均財政力指数をみても、過疎市町村の平均は 0.221で、財政基盤は極めて脆弱である。 度の３カ年平均財政力指数をみても、過疎市町村の平均は 0.233で、財政基盤は極めて脆弱である。

（人） （人）
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令和３年４月１日に施行された過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１ 令和３年４月１日に施行された過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１
９号）に基づき令和４年４月１日に公示された本県の過疎地域は１９市町村となっている。 ９号）に基づき公示された本県の過疎地域は１８市町村となっている。

過疎市町村 五條市、御所市、宇陀市 （３市） 過疎市町村 五條市、御所市、宇陀市 （３市）

三宅町、高取町、吉野町、下市町 （４町） 三宅町、吉野町、下市町 （３町）

山添村、曽爾村、御杖村、明日香村、黒滝村、天川村、 山添村、曽爾村、御杖村、明日香村、黒滝村、天川村、
野迫川村、十津川村、下北山村、上北山村、川上村、東吉野村 （１２村） 野迫川村、十津川村、下北山村、上北山村、川上村、東吉野村 （１２村）

公示年月日 公示市町村 適用条文 公示年月日 公示市町村 適用条文

平成 12年４月１日 室生村、曽爾村、御杖村、吉野町、下市町、黒滝村、 法第 2条第 1項 平成 12年４月１日 室生村、曽爾村、御杖村、吉野町、下市町、黒滝村、 法第 2条第 1項
西吉野村、天川村、野迫川村、大塔村、十津川村、 西吉野村、天川村、野迫川村、大塔村、十津川村、
下北山村、上北山村、川上村、東吉野村 下北山村、上北山村、川上村、東吉野村

平成 14年４月１日 菟田野町 法第 2条第 1項 平成 14年４月１日 菟田野町 法第 2条第 1項

平成 17年９月 25日 五條市の一部（西吉野村及び大塔村の五條市への編入 法第 33 条第 1 平成 17年９月 25日 五條市の一部（西吉野村及び大塔村の五條市への編入 法第 33 条第 1
合併による） 項 合併による） 項

平成 18年１月１日 宇陀市の一部（菟田野町及び室生村を含む宇陀郡４町 法第 33 条第 2 平成 18年１月１日 宇陀市の一部（菟田野町及び室生村を含む宇陀郡４町 法第 33 条第 2
村の合併による） 項 村の合併による） 項

平成 22年４月１日 山添村 法第 2条第 1項 平成 22年４月１日 山添村 法第 2条第 1項

平成 29年４月１日 五條市（全部過疎）、御所市、宇陀市（全部過疎）、 法第 2条第 1項 平成 29年４月１日 五條市（全部過疎）、御所市、宇陀市（全部過疎）、 法第 2条第 1項
三宅町、明日香村 三宅町、明日香村

令和３年４月１日 変更なし（１８市町村） 法第 2条第 1項 令和３年４月１日 変更なし（１８市町村） 法第 2条第 1項

令和４年４月１日 高取町 法第 2条第 1項



- 3 -

【新】 過 疎 方 針 【旧】 過 疎 方 針

(２)過疎市町村の人口の動向等 (２)過疎市町村の人口の動向等
過疎市町村に対しては、過疎地域対策緊急措置法等により、道路をはじめとする社会資本、生活 過疎市町村に対しては、過疎地域対策緊急措置法等により、道路をはじめとする社会資本、生活

環境の整備、産業の振興及び福祉・医療の充実等各種の過疎対策事業を実施してきた。 環境の整備、産業の振興及び福祉・医療の充実等各種の過疎対策事業を実施してきた。
この結果、昭和５０年以降の人口減少は、全国的な傾向と比較して緩やかな減少傾向を示してい この結果、昭和５０年以降の人口減少は、全国的な傾向と比較して緩やかな減少傾向を示してい

たが、平成７年から令和２年にかけて人口減少率が大幅に拡大し、依然として過疎市町村の減少傾 たが、平成７年から平成２７年にかけて人口減少率が大幅に拡大し、依然として過疎市町村の減少
向に歯止めがかかっていない状況にある。 傾向に歯止めがかかっていない状況にある。
さらに、近年は社会減に加えて少子化の影響もあり、自然減が拡大傾向にある。 さらに、近年は社会減に加えて少子化の影響もあり、自然減が拡大傾向にある。
人口構成について見てみると、高齢者（６５歳以上）比率は年々増加するなど、高齢化が加速傾 人口構成について見てみると、高齢者（６５歳以上）比率は年々増加するなど、高齢化が加速傾

向にあるとともに、若年者（１５歳以上３０歳未満）数及び若年者比率も年々減少しており、より 向にあるとともに、若年者（１５歳以上３０歳未満）数及び若年者比率も年々減少しており、より
一層地域社会の活力の低下が進行している。 一層地域社会の活力の低下が進行している。

※全国過疎地域の状況については、令和２年４月１日現在の８１７市町村に係るものである。 ※全国過疎地域の状況については、令和２年４月１日現在の８１７市町村に係るものである。

◇過疎市町村の人口減少率の動向（資料：国勢調査） ［単位：％］

S50
～
S55

S55
～
S60

S60
～
H2

H2
～
H7

H7
～
H12

H12
～
H17

H17
～
H22

H22
～
H27

S50
～
H27

S55
～
H27

過疎市町村 △ 1.4 △ 2.4 △ 2.2 △ 1.6 △ 5.4 △ 7.6 △ 8.6 △ 11.3 △ 34.3 △ 33.4

全県 12.2 7.9 5.4 4.0 0.8 △ 1.5 △ 1.5 △ 2.6 26.6 12.8

全国過疎地域 △ 2.0 △ 2.5 △ 4.8 △ 3.9 △ 4.4 △ 5.4 △ 6.9 △ 8.1 △ 32.4 △ 31.1

◇過疎市町村の人口減少率の動向（資料：国勢調査） ［単位：％］

S50
～
S55

S55
～
S60

S60
～
H2

H2
～
H7

H7
～
H12

H12
～
H17

H17
～
H22

H22
～
H27

H27
～
R2

S50
～
H27

S55
～
R2

過疎市町村 △ 1.4 △ 2.2 △ 2.2 △ 1.8 △ 5.2 △ 7.4 △ 8.3 △ 11.0 △ 10.2 △ 33.7 △ 39.6

全県 12.2 7.9 5.4 4.0 0.8 △ 1.5 △ 1.5 △ 2.6 △ 2.9 26.6 9.5

全国過疎地域 △ 2.0 △ 2.5 △ 4.8 △ 3.9 △ 4.4 △ 5.4 △ 6.9 △ 8.1 △ 32.4

（％）（％）
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【新】 過 疎 方 針 【旧】 過 疎 方 針

◇高齢者比率及び若年者比率の推移（資料：国勢調査） ［単位：％］

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

高齢者比率（県過疎） 11.6 13.4 15.0 17.5 20.8 24.7 28.7 32.5 38.0

高齢者比率（全県） 8.5 9.3 10.1 11.6 13.9 16.6 19.9 23.8 28.5

高齢者比率（全国過疎） 11.6 13.4 15.4 18.6 22.7 26.7 30.0 32.7 36.7

高齢者比率（全国） 7.9 9.1 10.3 12.1 14.6 17.4 20.2 23.0 26.6

若年者比率（県過疎） 22.2 19.7 17.9 17.7 17.5 16.8 15.1 13.5 12.0

若年者比率（全県） 24.1 20.7 20.4 22.1 22.3 20.6 17.5 15.5 14.5

若年者比率（全国過疎） 20.1 18.2 16.1 15.1 14.8 14.6 13.2 11.5 10.5

若年者比率（全国） 24.9 21.5 20.7 21.8 21.7 20.3 17.4 15.6 14.6

◇高齢者比率及び若年者比率の推移（資料：国勢調査） ［単位：％］

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

高齢者比率（県過疎） 11.7 13.5 15.0 17.5 20.8 24.7 28.6 32.4 37.9 42.3

高齢者比率（全県） 8.5 9.3 10.1 11.6 13.9 16.6 19.9 23.8 28.5 31.3

高齢者比率（全国過疎） 11.6 13.4 15.4 18.6 22.7 26.7 30.0 32.7 36.7

高齢者比率（全国） 7.9 9.1 10.3 12.1 14.6 17.4 20.2 23.0 26.6 28.0

若年者比率（県過疎） 22.3 19.7 18.0 17.7 17.5 16.8 15.1 13.5 11.9 10.3

若年者比率（全県） 24.1 20.7 20.4 22.1 22.3 20.6 17.5 15.5 14.5 13.4

若年者比率（全国過疎） 20.1 18.2 16.1 15.1 14.8 14.6 13.2 11.5 10.5

若年者比率（全国） 24.9 21.5 20.7 21.8 21.7 20.3 17.4 15.6 14.6 13.9

（％）

（％）
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【新】 過 疎 方 針 【旧】 過 疎 方 針

(３)これまでの過疎対策の実施状況 (３)これまでの過疎対策の実施状況

(４)過疎地域等の現状及び課題 (４)過疎地域等の現状及び課題

(ア)観光客の動向 (ア)観光客の動向
平成２３年９月の紀伊半島大水害で一時的に落ち込んだ観光入込客数は、積極的な観光プロ 平成２３年９月の紀伊半島大水害で一時的に落ち込んだ観光入込客数は、積極的な観光プロ

モーションの実施等、様々な取組により、一定回復したが、近年は地震や大雨、猛暑等の自然 モーションの実施等、様々な取組により、一定回復したが、近年は地震や大雨、猛暑等の自然
災害の影響もあり横ばい傾向であった。令和２年においては、新型コロナウィルス感染症の影 災害の影響もあり横ばい傾向である。
響により、大きく減少している。 宿泊者数は、横ばい傾向であったが近年では、台風等の自然災害や施設の一部休業の影響に
宿泊者数は、横ばい傾向であったが近年では、台風等の自然災害や施設の一部休業の影響に より減少している。

より減少していた。令和２年においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、大きく減
少している。

(イ)観光客数の季節的偏り (イ)観光客数の季節的偏り

(ウ)宿泊客の発地状況 (ウ)宿泊客の発地状況

(エ)観光資源 (エ)観光資源

(オ)交通アクセス (オ)交通アクセス

（年） （年）

（万 人）（万 人）
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【新】 過 疎 方 針 【旧】 過 疎 方 針

(カ)人口の社会増減 (カ)人口の社会増減
社会増減は、転出数が転入数を年間 1,000人以上、上回る状況が続いている。 社会増減は、転出数が転入数を年間 1,000人以上、上回る状況が続いている。
地域を維持するためには、転出者を減らし、転入者を増やす必要がある。 地域を維持するためには、転出者を減らし、転入者を増やす必要がある。
全国的に、都市部から農山村地域への移住を希望する人も増えているが、実際に移住するに 全国的に、都市部から農山村地域への移住を希望する人も増えているが、実際に移住するに

あたっては、仕事や住まいなどに不安を持つ人も多いことから、地域での暮らしがイメージで あたっては、仕事や住まいなどに不安を持つ人も多いことから、地域での暮らしがイメージで
きるような情報の提供、市町村や地域と一体となった対応が課題となっている。 きるような情報の提供、市町村や地域と一体となった対応が課題となっている。

(キ)産業・雇用の状況 (キ)産業・雇用の状況

(ク)医療・福祉の状況 (ク)医療・福祉の状況

(ケ)教育の状況 (ケ)教育の状況

(コ)道路の状況 (コ)道路の状況

(サ)河川の状況 (サ)河川の状況

(シ)紀伊半島大水害による被災施設の復旧の状況 (シ)紀伊半島大水害による被災施設の復旧の状況

（年） （年）

（人） （人）
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【新】 過 疎 方 針 【旧】 過 疎 方 針

２ 過疎地域持続的発展の基本的方向 ２ 過疎地域持続的発展の基本的方向

３ 広域的な経済社会生活圏の整備の計画との関連 ３ 広域的な経済社会生活圏の整備の計画との関連

Ⅱ 分野別取組方針 Ⅱ 分野別取組方針
１ 移住・定住、地域間交流の促進及び人材育成 １ 移住・定住、地域間交流の促進及び人材育成

２ 産業の振興 ２ 産業の振興

３ 地域における情報化 ３ 地域における情報化

４ 交通施設の整備及び交通手段の確保 ４ 交通施設の整備及び交通手段の確保

５ 生活環境の整備 ５ 生活環境の整備

６ 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 ６ 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進
(１)保健及び福祉の向上及び増進の方針 (１)保健及び福祉の向上及び増進の方針

令和２年国勢調査によると、本県の過疎地域における高齢者(６５才以上)比率は、４２．３％、 平成２７年国勢調査によると、本県の過疎地域における高齢者(６５才以上)比率は、３６．９
県全体でも３１．３％となっており、過疎地域のみならず、既に県全体が超高齢社会(高齢化比 ％、県全体でも２８．５％となっており、過疎地域のみならず、既に県全体が超高齢社会(高齢
率が２１％以上)となっている。 化比率が２１％以上)となっている。

（省略） （省略）

(２)高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進を図るための対策 (２)高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進を図るための対策

(３)児童その他の保健及び福祉の向上及び増進を図るための対策 (３)児童その他の保健及び福祉の向上及び増進を図るための対策

７ 医療の確保 ７ 医療の確保

８ 教育の振興 ８ 教育の振興

９ 集落の整備 ９ 集落の整備

10 地域文化の振興等 10 地域文化の振興等

11 再生可能エネルギー利用の推進 11 再生可能エネルギー利用の推進
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